
 

 

島根県医療介護総合確保促進基金事業実施要綱 

 

１ 目的 

この要綱は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元

年法律第６４号、以下「医療介護総合確保促進法」という。）第４条に基づき策定され

た県計画に掲載された事業の実施に必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 実施主体 

  この事業の実施主体は、別記に掲げる者とする。 

 

３ 事業内容 

（１）医師の確保対策事業 

ア 地域勤務医師応援事業                （別記１） 

（２）看護職員の確保対策事業 

イ 看護職員キャリアアップ支援事業           （別記７） 

（３）各職種に共通する医療従事者確保対策事業 

ア 医療従事者の確保に関する支援事業          （別記９） 

イ 医療従事者研修環境整備事業             （別記１０） 

（４）在宅医療の推進に関する事業 

ア 在宅医療に関する病院の体制整備事業         （別記１２） 

 

４ 実施期間 

  医療介護総合確保促進法第４条に基づく島根県計画に定める期間とする。 

 

５ 県の補助 

  県は、予算の範囲内で、本事業に要する経費について、別に定める基準（交付要綱）

により補助するものとする。 

 

６ その他 

 この事業の実施に関し、この要綱に定めのない事項については、別途定めるものとす

る。 

 

  附則  （平成２６年１０月３１日医第９３０号） 

 この要綱は、平成２６年１１月１日から適用する。 

 

 

  附則  （平成２６年１２月２２日医第１１２８号） 

 この要綱は、平成２６年１２月２２日から適用する。 

   

附則  （平成２７年１０月９日医第７９１号） 

 この要綱は、平成２７年１０月１０日から適用する。 



 

附則  （平成２８年３月２５日医第１３７４号） 

 この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附則  （平成２９年７月１１日医第４２７号） 

 この要綱は、平成２９年７月１１日から施行し、平成２９年度分の事業から適用する。 

 

  附則  （平成３０年７月１０日医第４６８号） 

 この要綱は、平成３０年７月１０日から施行し、平成３０年度分の事業から適用する。 

 



（別記１） 

 

地域勤務医師応援事業 

 

１ 事業目的 

医師が不足している過疎地域、離島の医療機関の取組みを支援することにより、当

該地域における医師の離職防止と招へいの基盤づくりを行う。 

 

２ 事業内容 

    過疎地域、離島において診療応援を受ける際にかかる経費の一部を県が補助する。 

 

（１）事業主体 

 過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第２条第１項の規定に基づ

き公示された過疎地域（同法第 33 条第１項の規定により過疎地域とみなされる区域を

含む）、離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき指定され

た離島振興対策実施地域に所在する病院及びへき地診療所 

 

（２）運営基準 

（１）に掲げる医療機関が、非常勤医師の応援を受け、その医師の応援を受けるた

めに交通費等を支出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別記７） 

 

看護職員キャリアアップ支援事業 

 

１ 事業目的 

各病院の看護体制において中心的な役割を果たす中堅看護職員のモチベーション向

上や資質向上に資する研修受講に対する支援を行い、各病院での看護職全体の資質向

上や新人看護職員の育成、看護職員自身が安心して働ける職場環境づくりを推進する。 

 

２ 事業内容 

    中堅看護職員（経験年数５年以上とする。但し、助産師出向支援事業についてはこ

の限りではない。）が以下の研修を受講する場合の経費を県が補助する。 

 

（１）事業主体 

 県内に所在する病院及び訪問看護ステーション 

 

（２）運営基準 

（１）に掲げる事業主体が、実務経験５年以上の看護職員（但し、助産師出向支援

事業についてはこの限りではない。）を対象として、他施設等でのキャリアアップの

ための研修を受講させるものとする。 

 

（１） 留意事項 

    ① 補助の対象とする研修等については、「認定看護師教育課程」、「特定行為に

係る看護師の研修」及び「助産師出向支援事業」とする。 

    ② 自施設で研修実施する場合の経費は補助の対象としない。但し、他施設の職員

に併任・兼職等の辞令を行い自施設で研修実施する場合など、知事が特に認め

る場合はその限りではない。 

③ 他の補助事業と対象経費の重複がないよう十分留意すること。 

    ④ 長期滞在に要する経費とは、賃借料、光熱水費、消耗品費その他の生活の本拠

地以外に滞在することで生じた必要経費をいう。 

 

    



 

（別記９） 

 

医療従事者の確保に関する支援事業 

 

１ 事業目的 

①各病院が独自に取り組む医療従事者確保のための勧誘活動を支援することで、県内の

医療従事者の確保を推進する。 

 ②各病院又は郡市医師会（以下、「事業主体」）が、地域医療構想に基づき、２次医療

圏域において必要となる医療従事者を確保するために圏域の関係機関と連携し創意工

夫して行う勧誘活動等の取組みを支援することにより、県内の医療従事者の確保を推

進する。 

 

２ 事業内容 

    各病院又は郡市医師会が独自に取り組む医療従事者確保のための勧誘活動に要する

経費を県が補助する。 

 

（１）事業主体 

過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第２条第１項の規定に基づ

き公示された過疎地域（同法第 33 条第１項の規定により過疎地域とみなされる区域を

含む）、離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき指定され

た離島振興対策実施地域に所在する病院又は前述の病院が管内に含まれている郡市医

師会 

  

（２）運営基準 

（１）に掲げる事業主体が、医療従事者の確保のために必要な勧誘活動などに取り

組むものとする。 

 

（３）留意事項 

① 食糧費に該当する経費は対象外とする。 

② 有料職業紹介事業者への手数料は対象外とする。 



（別記１０） 

 

医療従事者研修環境整備事業 

 

１ 事業目的 

県内の各医療圏域での研修開催にかかる経費を支援することで、医療従事者（潜在

看護職員等、今後医療従事者として勤務する意思のある者も含む。）の研修機会を確

保し、もって医療技術及び提供医療の向上を図る。 

 

２ 事業内容 

二次医療圏域ごとに圏域内の医療従事者を対象とした医療技術及び提供医療の向上

に資する研修を実施する場合の経費を県が補助する。 

 

（１）事業主体 

 県内に所在する病院（各二次医療圏域あたり１病院程度を補助対象とする。） 

 

（２） 運営基準 

（１）に掲げる事業主体（事業実施病院）が、二次医療圏域ごとに圏域内の医療従

事者を対象とした医療技術及び提供医療の向上に資する研修を実施するものとする。

（事業実施病院に勤務する者のみを対象とした研修は、本事業の補助対象としない。） 

 

（３） 留意事項 

①事業実施病院は、各二次医療圏域あたり１病院程度とするが、圏域の地理的条件、

研修内容等を勘案し、複数の病院での実施を認める場合もある。 

②事業実施病院は、圏域内の医療従事者の研修ニーズを把握し、研修内容を企画・調

整するよう努めるものとする。なお、他圏域からの研修参加（受入）は制限するも

のではない。 

③本事業の対象となる研修の例は次のようなものが考えられる。 

・潜在看護職員等の復職支援研修 

・医療ｼﾐｭﾚｰﾀｰ研修に携わる指導者養成 

・ｼﾐｭﾚｰﾀｰを用いた医療従事者向け研修会 

・症例検討会 

・他機関（消防機関等）と連携した研修 

・医師、看護職員等の実習受入に携わる指導者養成   等 



（別記１２） 

 

在宅医療に関する病院の体制整備事業 

 

１ 事業目的 

病院は、在宅医療を最前線で行う診療所や各種訪問サービス事業所の後方支援機関

として、在宅で療養する患者の急変時の入院対応等を本来的な役割としつつも、地域

の実情などから、自ら訪問診療や訪問看護を実施するなどの柔軟な対応を行っていく

必要があるが、病院が在宅医療を地域で主体的に推進していくためには、病院に勤務

する全ての職種がその必要性を十分理解した上で、組織全体で取り組むことが不可欠

である。 

そこで、病院における研修をはじめとする体制整備を総合的に支援することにより、

在宅医療の推進を図ることとする。 
 

２ 事業内容 

病院が、職員を対象とした在宅医療に関する研修の実施や、院内における在宅医療

推進に向けた体制整備に係る経費を県が補助する。 

 

（１）事業主体 

 県内に所在する病院 

 

（２）運営基準 

（１）に掲げる事業主体（事業実施病院）が、在宅医療推進に関する病院の体制整

備に関する事業計画書を作成するものとする。 

 

（３）留意事項 

①本事業の対象となる研修の例は次のようなものが考えられる。 

・院内における協議会組織の設立 

・病院が企画する病院職員向けの講演会 

・外部が企画する研修（訪問看護集中セミナー等）への参加 

・在宅での療養生活を見据えた入退院時における対応マニュアルの策定 

・訪問診療を行う診療所、訪問看護ステーションにおける派遣研修  等 

  ②他の補助事業と対象経費の重複がないよう十分留意すること。 

 


